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１

米国の追加関税の概要

●日本に対する関税措置
・一律１０％の関税。（4/5発動）
（医薬品・半導体等の対象外品目あり）
・日本には、１４％の税率を上乗せ、
合計２４％の税率の相互関税
（4/9日発動）→4/10に９０日間停止表明

○自動車・部品関税
・２５％の追加関税
乗用車の場合、現行の２.５％に
上乗せ、合計２７．５％。
（乗用車4/3発動、部品5/3発動）

〇鉄鋼・アルミニウム関税
・鉄鋼は２５％の関税を維持
（3/12発動）

・アルミニウム（現行：１０％）
の関税を２５％に引き上げ
（3/12発動）



米国の追加関税に係るこれまでの経緯

4/3    自動車25％追加関税措置を発動。

4/5    全ての国に対し、一律10％の関税措置を発動（医薬品・半導体等の対象外品目あり）

4/9    24%の相互関税措置を発動

4/10 相互関税措置の90日間一時停止⇒一律10%の関税措置
なお、鉄鋼・アルミニウム、自動車(25%)などの品目別は適用を維持

3/12   鉄鋼の追加関税25%を据え置きつつ、アルミニウムの追加関税を10%から25％に引き上げ

4/14 半導体と医薬品の輸入状況の調査開始を発表

4/25 【国】米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ

4/29 自動車・部品関税の負担軽減策発表

２

4/16 日米関税交渉

5/1    日米関税交渉（2回目）

5/3   自動車部品25％の追加関税措置を発動

4/2 一律10％の追加関税と国・地域別に設定される相互関税の内容を公表（日本：24％）

5/23   日米関税交渉（3回目）

5/27   【国】緊急対応パッケージに基づく予備費の使用を決定



３



県内の対応について

〇中小企業者等相談窓口の設置（4/4）

・金融、経営、貿易・海外投資に関する相談窓口(ジェトロ千葉、産業振興センター等)を設置

〇中小企業者に対する金融の円滑化を依頼(4/11)
・中小企業者の資金需要に対する一層の金融円滑化を県内金融機関、経済団体に依頼
〇県や国の支援策をまとめたホームページの開設（5/2）
・中小企業振興資金事業や中小企業成⾧性補助金、チャレンジ企業支援センターにおける
伴走支援などの支援策をまとめたページを開設

〇県内企業向けアンケートの実施（5/12～）
・米国の追加関税による県内経済への影響や企業の対応状況等を把握し、今後の政策判断の
材料とするため、県内企業を対象とするアンケートを実施

○庁内連絡会議を開催(5/15)

・米国の関税措置の状況や国の対応、県内への影響等を共有するとともに、今後の県として
の対応について協議するため、開催 ４

県の主な支援策について
米国の関税措置による県内企業への影響が懸念される中小企業に対して、
以下の支援を実施


